

































































































































































































































































































































































































































の歩を進めつつあるということである」 （傍線･ ~ ･ ･引用者)。
みられるように， この時期の宮城県の食料品市場規程案では．卸売市場
の開設者として，公共団体，漁業組合，産業組合，株式組織が並列されて






央卸売市場法･ ･ ･ ･ ･引用者）制定後の地方市場行政は， 旧来の個人問屋経営
市場に代わって，他の開設主体に優先した公共団体＝市町村による生鮮食
料品卸売市場の開設・運営の方向において確立しつつあったことを見いだ

















































































































































































とされている。また， こうすることで， 「定款」 （第一章第三）で，水産物
ノ委託販質，水産物ノ製造加工，冷蔵保管，製氷事業などを行うことを定
め，従来に比して業務内容を大幅に拡張しようとしていた。
l l ) |食品市場開設許可願｣，昭和3年(1928) 1 1月27日， 仙台市役所・文苦綴


















































も， 同社の状況をみると， 「旧問屋営業者ヲ． ．…売場ヲ四部二分チ各一部









































































































































































































































































































































































































































































































｜･五日午后二時迄回答ノ旨約シテ散会セリ （午後四時)｣ 43) と記述されて
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６仙台市骨町]7 合名会社 不詳 1割4分 ヨ 分
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⑩印郡山繁治商店 仙台市鉄砲町 8,400円 不詳人 相対個 人 40，000円 170.0岨）I
.， 出所：商工省商務局『全国食料品卸売市場概況調査』 （昭和12年3月), 18～19ページより作成。
●1
東北学院大学論集経済学第]53号
なった理由・事情とは一体何であったのかという点を明確にすることにあ
った。そのために，そもそもこの方針のねらいは何であったのかという点
を検討し， また，従来ほとんど顕承られることもなかった同規則公布直後
の経緯にやや詳細に立ち入ってみた。
このような作業により明らかになったことは， 「一地区一種類一市場」
方針のねらいが，中央卸売市場法に準じて公設制の導入の方向を第一義的
に追求したものではなく ， その前段として，前近代的性格を有する個人経
営問屋，あるいはそれに近い問屋を，単数の株式会社に組織化していこう
とするものであったということである。そうすることで，宮城県は，仙台
市の魚市場の近代化を一歩前進させようとしたのである。
しかしながら， これに対しても，鞠仙台魚市場以外の魚問屋が結束して
「魚市場許可願」を提出したことや， またその後塩乾魚取扱い問屋が統合
反対の姿勢を堅持したことに象徴されるように，それらの問屋の抵抗は依
然として強いというのが実情であった。このようななか，宮城県は方針転
換とも受け取れる動きをするようになる。その背景には，昭和4年9月上
旬，商工省が6大都市以外の地方都市への中央卸売市場建設の方針を打ち
出し， それを前提にした調査が仙台市においても進められていたことがあ
った。端的にいえば，宮城県は， この国の方針に従って公設総合卸売市場
建設の方向に向かって進めば，上述のようなねらいも自ずと実現するとい
った政策判断をしたのである。
もとより，仙台市の中央卸売市場建設方針の導入過程については， さら
に立ち入った分析，検討作業が必要とされよう。その作業を行うことが，
次の課題となる。
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